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(3) 世代重複モデル及び日中 2 国間モデルの結果は，弱い主体の側に不公平な経済福祉の配分が生じやすいことを示
しており，現在世代及び日本等の先進国の側から将来世代や途上国に対するより積極的な貢献が必要となることを明
示している。特に，排出権取引等の効率的な施策において，地域間公平性を確保するために所得移転等の補償措置が
必要であることを強調している。
(4) 廃棄物処理・リサイクルをマクロ的に内部化した経済モデルの分析から，廃棄物最終処分地の不足や二酸化炭素
排出削減に対して，サーマルリサイクルを含めたリサイクル施策の効果が大きいことを明らかにしている。
(5) 環境便益と経済便益からなる社会評価関数をもとにした環境経済モデルの分析より，環境資源の劣化を意思決定
に反映してマクロ経済政策を運営すちことで，環境を保全しつつ経済的な発展を可能にする道筋を明らかにしてい
る。
(6) 本論文全体を通じて，環境資源の価値や環境劣化の費用を勘定に入れてマクロ的な経済活動を評価することは，
環境資源の保全に寄与するだけでなく経済的な便益そのものも向上させることをモデル上で明らかにしている。
以上のように，本論文は，環境資源の適切な評価により，環境負荷のインパクトの未払いを防いで経済活動に内部
化することが，環境保全だけでなく経済活動にも有効に作用することを示唆している。本論文は，モデル分析という
工学的手段を用いて，地球温暖化問題に対して効率的な二酸化炭素排出量の削減や公平性を保証した排出権取引制度
の導入と実行に対して重要な示唆を与え，その根幹である環境資源システム論を構築したものであり，環境システム
と環境工学の発展に寄与するところが大きい。よって，本論文は博士論文として価値のあるものと認める。
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